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抄録

中国では、当初、電子商取引はその革命性よりも実店舗型小売業の厳しい経営課題に対処していく

方策として注目を集めた。中国の小売業は小売業態の導入などで近代化に取組みながらも、取引慣行

に更なる進化を阻まれ、業者間の同質化現象や店舗賃料、人件費の高騰に直面し、経営環境は悪化の

一途を辿っている。こうした中で、中国の小売業は生き残りをかけた変化を余儀なくされている。そ

の変化は電子商取引によってもたらされている。
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Abstract
To begin with, e-commerce in China originally attracted attention because of a measure to 

cope with demanding management challenges of real store type retailers rather than its revolu-

tionary nature.　While Chinese real retailers are working on modernization by introducing retail 

formats and other styles, their further progress has been blocked by trading practices.　Furthermo-

re, they face homogenization phenomena among retailers, an increase in store rents and higher 

labor costs.　As a result, their in-house business environments are getting worse.　Under these 

circumstances, they are forced to change for survive.　The key player in that change is e-commerce.
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１．は じ め に

中国の流通分野では、新しい概念が次々に出現

している。これまでの高度成長から経済発展の

「新常態（ニューノーマル）」への移行を背景に、

「供給側（サプライサイド）構造改革」や「中国

製造（メイドインチャイナ）２０２５」や「インター

ネット＋流通」などの用語が政府の施政方針とと

もに、国民の間に浸透しつつある。また、中国国

務院（日本の内閣府に相当）は２０１６年４月の常務

会議（閣議）において、「『インターネット＋流通』

への取組みは流通革命を推進することであり、大

衆の起業・イノベーションを後押しして、新たな

形態の経済発展をもたらすであろう」� との見解を

示した。

中国では、流通革命はパソコンやインターネッ

トの普及を背景とした流通分野、とりわけ小売業

における情報通信ネットワークの活用がその特徴

とされている。流通革命は順調に進行しており、

人、モノ、倉庫、配送において、オンライン（イ

ンターネット）とオフライン（実店舗）を融合し

た「新小売」が急成長している。

本論文では、中国の小売業における情報通信ネッ

トワークの活用の実態を考察する。以下では、ま

ずネット通販の特質を概観する。次に、中国の小

売業における電子商取引の急成長の要因を分析す

る。さらに、中国寧波市の取り組みと「盒馬鮮生

（freshhema）」の事例を挙げ、その発展の実態を

考察する。 後に、小売業態に関する先行研究を

踏まえて「新小売」の形態を確認し、今後の研究

課題を示す。

２．ネット通販の特質

情報を伝達することは、流通の不可欠の要素で

あり、商流と物流を動かす中枢神経的な役割を果

たしている。矢作敏行氏によれば、消費財の流通

情報の処理・伝達システムの構造は、Ａ．メーカー

と消費者、Ｂ．小売業者と消費者、Ｃ．メーカー、

卸売業者、小売業者間の３つの情報交換の関係に

よって成り立っている（図１）�。

流通情報伝達システムは流通情報ネットワーク

を通じて連携をされることになる。１９７０年代以降

の流通情報ネットワークに焦点を当ててみると、
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出所：矢作敏行『現代流通―理論とケースで学ぶ』有斐閣アルマ、１９９６年、１２３ページより作成。

図１　消費財流通における情報伝達システムの構造



その発展は図２のように、３
　

 つの段階に分けるこ

とができる。流通情報ネットワークはアクセス範

囲が社内に限定されたイントラネットの段階から、

特定の企業間の情報共有を目的として、インター

ネットを経由してイントラネットを相互接続した

エクストラネットの段階を経て、世界中のコン

ピュータなどの情報通信機器を相互接続した巨大

なネットワークであるインターネットの時代に至

り、当初の閉鎖的なネットワークから開放的なネッ

トワークへと変貌を遂げつつある。この開放的な

ネットワークを利用して商取引の一部または全部

を行うのが電子商取引である。近年、インターネッ

トの急速な普及と情報通信技術の進化に伴い、Ｂ

toＣやＣtoＣといった電子商取引の形態が広く受

け入れられている�。消費者は PC サイト、スマー

トフォンやタブレット型端末といったモバイル機

器のサイト、ソーシャルメディア（SNS）などを

通じて、以前に比べて圧倒的に多くの商品情報に

アクセスできるようになり、時間や空間に縛られ

ずに商品を購入することが可能になってきた。

製造業者や現実の店舗で流通業務を営む小売業

者が消費者向けの電子商取引に取り組む理由につ

いて、Efraim Turban 等は、①市場を全国市場や

海外・国際市場に拡大可能なこと、②新市場や新

市場セグメントが創出されること、③カスタマイ

ズされた製品の販売、効果的なカスタマイズされ

た広告・販売促進の展開や、効果的でカスタマイ

ズされた顧客サービスの提供が可能であることを

挙げている�。

また、小売業が電子商取引を導入することによっ

て得られる効果について、Bichler は①市場参加

者が取引過程の情報を監視できる透明性、②既存

の地域的商圏に制約されないインターネット上の

商圏のグローバル化、③売り手と買い手との接触

可能性がインターネットを介することにより、取

引が極めて安価で実現されることを指摘してい

る�。

３．中国の小売業における電子商取引の発展要因

中国では、当初、電子商取引はその革命性より

も実店舗型小売業の厳しい経営課題に対処してい

く方策として注目を集めた。

１９９０年代以降、中国政府は段階的に流通開放政

策を実施し、あらゆる小売業態が流通外資ととも

に中国各地に展開するようになったが、小売業態

は強い中国的特色を帯びている�。「通道費」もし

くは「入場費」の横行はその典型的な事例である。

中国の「通道費」もしくは「入場費」は基本的に

欧米のスロッティング・アローワンス（slotting 

allowance）に類似するものとして定義されてい
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柳：中国の小売業における電子商取引の発展について

出所：阿部真也『シリーズ・現代経済学⑧流通情報革命―リアルとバーチャルの多元市場―』ミネルヴァ書房、
２００９年、１０９ページより作成。

図２　流通情報ネット発展の諸段階



るが、その適応範囲が欧米に比べ大きく拡大され、

小売企業がメーカーあるいは代理商に対し、恣意

性と不透明性を持ったまま多種多様な費用を要求

する背景となっている。２０００年頃から、スーパー

マーケットおよび大型スーパー業態が中国で急速

に発展するにつれて、小売企業とサプライヤーと

の対立関係が激化してきた�。

それだけではない。中国商務部（日本の「省」

に相当）の報告� によると、中国の実店舗型小売

企業の２０１２年における平均コストは２０１１年に比べ

８.３％も上昇した。業態別でみれば、スーパーマー

ケット、百貨店、専門店とコンビニエンスストア

の平均コストはそれぞれ１１.８％、９.９％、１２.８％と

１７.２％の増加となった。項目別で確認すれば、店

舗賃料と人件費の上昇が小売企業の平均コストを

増加させた要因となっており、それぞれ前年比１７.５％

と２０.５％増を記録した。また、『中国小売業界発展

報告（２０１５/２０１６年）』� では、チェーンストア展開

を行う実店舗型小売企業の上位１００社について、

２０１５年に人件費が４.２％、店舗賃料が８.６％も上昇

したと発表している。

業者間の同質化現象も実店舗型小売業の低迷に

拍車をかけている。この同質化現象はマーチャン

ダイジングから捉えることができる。「消費者の

消費行動はしだいにブランド化、個性化と流行化

へ移行しつつあるにもかかわらず、小売側の商品

供給がこうした消費動向への対応が遅れている。

小売業については、経営形式が単一化の傾向にあ

り、商品の同質化問題が特に目立っている。百貨

店やショッピングセンターは未だに『売場貸し』

や聯営制方式（百貨店の売場経営方式の１つ）を

採用し、品揃えの幅、深さ及び売場のデザインが

よく似ており、PB 商品や業態間の差別化への取

組みが緩やかで、ショッピングセンターのブラン

ド同質化を算定するとすでに６０％に達している。

専門店といった小売業態も取扱商品の種類と消費

者層が極めて同質的な状況となっている」� と、分

析されている。

このように、中国の小売業は諸外国の小売業態

の導入などで近代化に取組みながらも、取引慣行

に更なる進化を阻まれ、業者間の同質化現象や店

舗賃料、人件費の高騰に直面し、経営環境が悪化

の一途を辿っている。こうした中で、中国の小売

業は生き残りをかけた変化を余儀なくされている。

その変化をもたらしたのが電子商取引である。

４．中国の小売業における電子商取引の発展状況

中国では、１９９４年にインターネットへの直接接

続がはじまり、１９９９年にはこれを利用した電子商

取引が導入された。小売業との関連性に焦点を当

てると、２０１６年を境に、中国の電子商取引の発展

段階はネット通販と「新小売」の２つに分けるこ

とができる。

４�１　ネット通販の発展：浙江省寧波市のケース

中国では、ネット通販の売上高は２０１０年の５,０９１

億元から２０１６年の５兆１,５５６億元に増加し、２０１６年

には中国小売業売上総額２９兆６,５１８億元の１７.４％を

占めている�。筆者は２０１７年３月に、中国ネット

通販の先進都市の１つである寧波市について調査

した。そこで、中国のネット通販の実態を中国浙

江省寧波市を例にして述べる。

寧波市は杭州湾を挟んで上海の南方に位置し、

中国大陸の海岸線の中部にあり、２０１６年末時点で

全市の人口数は７８７万５,０００人� であり、中国 大

の港湾都市の１つである。同市は１９８４年に中国の

沿海開放都市の１つに指定され、省レベルの経済

管理権限を持つ５つの「計画単列都市」（日本の

政令指定都市に相当）の１つでもある。地理的な

環境に恵まれ、政策上の国家支援もあり、改革開

放以来の寧波市は著しい経済成長を遂げてきた。

寧波市の１人当たり GDP と都市部・農村部別１

人当たり可処分所得は図３、図４の示す通りであ

る。

経済都市で知られている上海市の統計によると、

戸籍を持つ人口を対象とした２０１６年の１人当たり
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平均 GDP １１万３,６００元、都市部と農村部の１人当

たり平均可処分所得はそれぞれ５万７,６９２元と２万

５,５２０元である�。図３と図４に示すように、寧波

市は２０１６年の１人当たり GDP、都市部の１人当

たり平均可処分所得は上海市に及ばなかったもの

の、高い水準であった。

流通に関して、寧波市は「中国電子商取引実験

都市」（２０００年）、国家「越境（輸入）電子商ビジ

ネス実験都市」（２０１２年）、中国初の「『中国製造

（メイドインチャイナ）２０２５』モデル実験都市」

（２０１６年）に指定され、「中国宅配業モデル都市」

（２０１６年）に選出されるなど、中国の流通発展の

先進都市として注目を集めている。

�　苦境に立つ実店舗型小売業

図５に示すように、寧波市小売業の２０１６年の売

上高は３,６６７億６,０００万元に達し、２０１５年に比べ１０.３％

も増加した。こうしたなかで、「限額以上の小売

業者（年間売上高が５００万元以上、従業員数が６０

人以上の小売業者）」による売上高は１,８４４億４,０００

万元で、前年比８.５％の増加を記録したものの�、

百貨店、総合スーパー、スーパーチェーン、コン

ビニエンスストア、専門店などの実店舗型小売業

者は表１に示すように、厳しい状況に陥った。一

方、ネット通販の売上総額は２０１２年から２０１６年ま

で、対前年度比でそれぞれ約３０％、８２％、４３.７％、

４５.６％の成長を記録したのである。

�　ネット通販の発展

中国側の統計によると、２０１６年末時点で、寧波

市のインターネット利用人口は５７８万６,０００人で、

人口の７３.５％を占めている�。寧波市では、実店舗

型小売業が売上高の減少などにより厳しい状況に

ある一方、インターネットの利用やスマートフォ

ンの普及により、ネット通販市場の拡大が続いて

いる。
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柳：中国の小売業における電子商取引の発展について

出所：『寧波市国民経済と社会発展統計』各年版より作成。

図３　寧波市１人当たり平均 GDP の推移（単位：元）

（２０１０～２０１６年、戸籍を持つ人口による計算）

出所：『寧波市国民経済と社会発展統計』各年版より作成。

図４　寧波市（都市部・農村部別）

１人当たり平均可処分所得（２００９～２０１６年、単位：元）



寧波市では、２０１６年末時点で計５万６,０００社のネッ

ト通販業者が登録されており、２０１６年のネット通

販の売上高は１,０２４億６,０００万元に達し、前年比４５.６％

も増加した�。図６と図７は２０１６年の寧波市のネッ

ト通販の状況を示している。寧波市は既存の実店

舗型小売業に従来のネット通販と新型ネット通販

を加え、小売業のイノベーションを興そうとして

いる。

従来のネット通販は、基本的に消費者が直接他

の消費者に販売するＣtoＣと、企業と消費者との

取引であるＢtoＣで行われている（図８）。後者の

ネット通販はアリババ社の天猫（Tmall）や京東

（JD.COM）や蘇寧易購（SuningCom）などのサ

イトとその関連サービスを利用し、同市のネット

通販の主要な形式となっている。

それに対して、新型のネット通販は主としてＢ

toＣであり（図９）、企業と消費者との小売取引で

ある。カスタマイズとクラウドファンディングの

２形態が存在し、どちらも将来性が見込まれてい

る新たな取引方式で、店舗を開設せず、電子商サ

イトまたはビッグデータサイトを介在させる。前

者はメーカーのようなサプライヤーが特定の消費

者の好みや使い方により既存商品の仕様を変更し、

商品の所有権をその消費者に移転するタイプであ

る。後者はメーカーのようなサプライヤーが商品

の企画などを掲載し、購入の意向を示す不特定多

数の消費者から商品代金を予め集めて商品を生産

し、後に商品を消費者に配付するタイプとなって

いる。

寧波市が中国初の「『中国製造（メイドインチャ

イナ）２０２５』モデル実験都市」に選ばれたのは、

アパレル、自動車およびその部品、電子機器、石

油化学などの工業部門において高い競争力を持っ

ていること、中国の小型家庭電器製品の約３分の

１を製造・出荷し、活力と潜在力を備えているこ

と、などの点が高評価されたようである�。小型

家電メーカーなどがカスタマイズという方式でネッ

ト通販を行うことは、市場開拓の有効策として注
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出所：『寧波市国民経済と社会発展統計』各年版より作成。

図５　寧波市の小売総額とネット通販の推移

（単位：億元）

表１　寧波市の主な実店舗型小売業の状況（２０１６年１～１２月）

状況説明前年同期との比較売上高

１４店がマイナス成長－７.９％７５.６億元百貨店（１８店）

５店がマイナス成長－３.３％４１.２億元総合スーパー（９店）

５社がマイナス成長＋１.２％７６.２億元スーパーチェーン（７社）

３社がマイナス成長－１２.９％１.２億元コンビニエンスストア（４社）

１３２店がマイナス成長－１.７％５４９.７億元専門店（２４１店）

注：①寧波市は実店舗型小売業に対し「限額以上の小売業者」を対象に、売上高の統計を行っている。
②同一法人の複数の店舗が「限額以上の小売業者」の基準に適合している場合、これらの店舗がすべて統

計の対象となる。店舗ごとにデータが集計され、（　）の数字が店舗数である。
③店舗数の増減は統計対象の売上高の変化、閉店、新規（開店）などによるものである。

出所：寧波市商務委員会資料より作成。
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出所：寧波市商務委員会資料より作成。

図６　２０１６年寧波市ネット通販の月別売上高の推移

出所：寧波市商務委員会資料より作成。

図７　２０１６年寧波市ネット通販月別売上高の対前年比

出所：筆者作成。

図８　従来のネット通販

出所：筆者作成。

図９　新型のネット通販



目を集めている。

後者のクラウドファンディング方式に関しては、

寧波市はそれを地域内の中小企業の育成や若年層

の起業支援の具体策としつつ、全国屈指のクラウ

ドファンディングの中心都市になることを目指し

ている。

�　宅配業の状況

ネット通販の発展に欠かせないのは物流ネット

ワークの構築と維持である。寧波市の場合、その

物流ネットワークを支えるのは宅配業である。２０１６

年１２月末時点で、寧波市の宅配業は国内業界 大

手の順豊快逓、申通快逓、圓通快逓、韻達快逓と

中通快逓を含む計２３１社、１,０６６の事業所を擁する

規模になった�。寧波市域の宅配業を統括し管理

する寧波市郵政管理局のデータによると、２０１６年

の宅配業務は２０１５年に比べ６６.２％増、５億６７７万 

５,０００件で、その業務収入は前年比４５.８％増の５８億

３,８７４万３,０００元に達した�。配送先別で集計すれば、

寧波市内の宅配の件数と業務収入はそれぞれ全体

の７６％、５７％を占めた�。ネット通販の発展に伴

い、寧波市の宅配企業は主として以下のような経

営形態をとっている。

①順豊快逓のように、会社はコーポレート・

チェーン方式に基づき、自己資本による宅配ネッ

トワークの構築に努める。

②申通快逓や韻達快逓などは社内業務を二分化

し、本社は配送センター、仕分けセンター、「幹

線」配送、市場向けプロモーション、配送ネット

ワークの運営、インターネットシステムの維持な

どを営む一方、加盟店を募集する。加盟店は所在

地域の宅配業務と集荷業務を担い、加盟費および

本社の一部の運営費用を負担する。業務を円滑に

遂行するため、加盟店の募集は段階的に行われ、

画定された地域に一次加盟店を募り、その地域に

おいてさらに区域別で二次加盟店を集める（図

１０）。

寧波市は、２０１６年に中国宅配業モデル都市に選

ばれた。その背景には、宅配業務の急増だけでは

なく、業界全体のサービス・クオリティの高さが

あった（表２、表３）。

�　行政の役割

寧波市におけるネット通販の発展は一見、同市

のネット通販業者をはじめメーカーや宅配業界の

企業努力による結果であるように思われるが、そ

れのみではない。寧波市政府はネット通販市場を

拡大させるための流通政策の立案や政策の実行な

どを通じて主導的な役割を果たしている。

発展の経緯を振り返ってみれば、その始まりは

２０００年頃に遡っていくことができる。寧波市は２０００

年に「中国電子商取引実験都市」に指定され、そ

の後、インターネット情報互換センター、電子商

取引安全認証センター、データ処理センター、情
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出所：申通快逓社のホームページ、現地調査より作成。

図１０　フランチャイズ・チェーン方式による宅配業の運営



報サービス業育成インターネットサイトと業界別

インターネットサイトを次々と開設し、ネット通

販の環境整備を進めてきた�。

２０１２年１２月、寧波市は上海市、河南省鄭州市、

重慶市、浙江省杭州市と並んで、国家「越境（輸

入）電子商ビジネス実験都市」に指定された。こ

れを契機に、寧波市は２０１４年に「小売・卸売の電

子商化、個人消費の電子商化、生活関連の各種の

サービスの電子商化」という「電商換市」戦略を

打ち出した。２０１４年以降、寧波市は「『電商換市』

を推進し電子商ビジネスの発展を加速させる若干

意見」に基づき、政府機関の関連部署を整合し、

３
　

 億元規模の「電商換市」基金を創設し、そのう

ちの１億元を市の電子商ビジネス発展対策本部に

拠出した。具体的な取組みとして、寧波市はネッ

ト通販を流通企業、メーカー、国際貿易、市場、

コミュニティー、農村部、そして日常生活に導入

することを目的とした「電子商ビジネス『七進』

計画」を実施している�。

「電子商ビジネス『七進』計画」は財政支援、

統計検査、市場拡大、人材育成、産業拠点の形成、

物流配送と企業誘致の７つに細分化されている。

人材育成に関しては、寧波市は２０１４年に電子商ビ

ジネスについての「啓発キャンペーン」を実施し、

５年以内に電子商ビジネスの知識を５０万人規模で

普及させる計画を立てた。寧波市は電子商ビジネ
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表２　寧波市宅配業のクレーム統計（２０１６年５～１２月）

１２月（３６件）１１月（１３件）１０月（９件）９月（７件）８月（５件）７月（８件）６月（４件）５月（３件）

１２５４４１１００遅配

８５１０３１１３紛失・一部紛失

７１０１１３００配送サービス

５２１００２３０毀損

００２０００００集荷サービス

１０１１００００料金の過徴収

１０００００００代金引換

２００１０１００その他

出所：寧波市郵政管理局資料より作成。

表３　寧波市宅配業の企業別クレーム統計（２０１６年５～１２月）

（単位：件、計算式：有効クレーム÷１万件宅配）

１２月１１月１０月９月８月７月６月５月

０.００３０.００１０.０１中通

０.０６７０.０６ 全峰

０.００４０.００８０.００５天々

０.００８０.００２０.００５０.００３０.０３順豊

０.０２６０.０２６速尓

０.０１６０.０１２０.０１５０.００４EMS

０.００２０.００４快捷

０.２１７０.０９９国通

０.０１ ０.００２０.００１０.００２０.００２０.０２申通

０.１　宅急送

０.００４０.００１０.０１百世

０.００２０.００６０.００２０.００３韻達

０.００９０.００４０.００２０.００４圓通

０.０１４０.０２ 徳邦

出所：寧波市郵政管理局資料より作成。



ス人材の市内転入を奨励する一方、２０１６年９月ま

でに４年制大学６校、社会人向け養成学校２校、

高専・短大６校、職業専門学校１７校において電子

商ビジネス専攻を設け、専門人材を育てようとし

ている。寧波市は電子商ビジネス企業を市外から

誘致するため、２０１４年に「寧波電子商シティ」計

画を策定し実行している。同計画に基づき、寧波

市は市内の１９平方キロメートルの区域に「寧波電

子商ビジネスシティ江北園区」、「寧波電子商ビジ

ネスシティ海曙園区」を設け、「寧波電子商ビジ

ネス物流センター」を建設した。農村部に関して

は、寧波市は「農村部宅配（物流）末端配送体系」

の形成を目指し、農村部の郵便局に情報ネットワー

クを導入し配送センターや配送ステーションの機

能も兼備させ、郵便局、速達宅配と電子商ビジネ

ス企業の一体化を図ろうとしている。農村部の特

産農産物の場合、市政府傘下の供銷合作社（購入

販売協同組合）が「農村部宅配（物流）末端配送

体系」を活用する一方、電子商総合サービス会社

を設立し、中国 大のＣtoＣショッピングサイト

であるアリババ社の淘宝（www.taobao.com）を

通じて「淘宝特色中国・寧波館」を開設し、市内

農村部の特産品の取引サイトとして農村部と消費

者の橋渡し役を務めている。

�　実店舗型小売業の取り組み

経営環境の悪化や、コスト等に優位性を持つネッ

ト通販の成長による競争圧力に対し、寧波市の実

店舗型小売業は生き残りをかけた変化を余儀なく

されている。

寧波市に事業展開している中国小売業大手の銀

泰商業有限公司（Intime Retail）は、１９９７年に設

立された中国銀泰投資有限公司のグループ会社で

ある�。２０００年に台湾からプロの百貨店経営チー

ムを迎え入れ、２００５年１１月１６日に杭州武林店の１

日あたり売上高８,２００万元を達成し、中国百貨店史

上 高の単日売上を記録するなど、銀泰商業有限

公司は中国の小売業界を代表する企業に成長した。

同社は２００７年に前身となる銀泰百貨（集団）有限

公司で中国の百貨店として初めて香港証券取引所

に上場を果たし、中国全土においてチェーンスト

ア方式やテナント方式などで、２９の百貨店、１７の

ショッピングセンターを運営している。しかし、

銀泰商業有限公司も、中国の実店舗型小売業が直

面する様々な経営課題から逃れられなかった。同

社の２０１６年上半期百貨店舗業績報告によると、６
　

 

月３０日までに店舗ごとの平均売上高が前年比４.１％

のマイナスであった�。こうした中で、銀泰商業

有限公司はオンライン大手のアリババ社との業務

提携を通じて、店舗面積３万８,０００平方メートル、

売場面積２万６,０００平方メートルの寧波江東店に 

おいて、９００平方メートル余のＯtoＯ（online to 

offline の略で、インターネット上からインターネッ

ト外の実店舗での行動へと促すことや、オンライ

ンでの情報接触行動をもってオフラインでの購買

行動に影響を与えることなど）形態のネット通販

総合店を導入した。

銀泰商業有限公司は２０１０年にすでに実店舗型小

売業とは別に、有名ブランド品などのインターネッ

ト通信販売を業務とする消費者向けのＢtoＣの

「銀泰網（www.yintai.com）」を導入したが、Ｏ

toＯ形態の「Choice（西選）」と名づけられてい

る同社の新たなネット通販事業は「安心して輸入

品生活を送ろう」というキャッチフレーズを掲げ、

店頭とインターネットからの商品注文に対し１７時

をめどに、当日宅配もしくは翌日宅配を行い、オ

ンラインのインターネット通信販売への取組みで

オフラインの百貨店の売上低迷を食い止めようと

した。銀泰商業有限公司の発表によると、寧波市

にあるその他の店舗はいずれもマイナス成長に

陥って厳しい状況が続いているにもかかわらず、

２０１６年１～９月、寧波江東店の売上高は「Choice

（西選）」の導入で前年比２％の増加となった�。
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４�２　オンライン大手主導の小売業界再編と

「新小売」

２０１６年１０月、アリババ社のジャック・マー会長

は「新小売」という小売業態構想を提起した。彼

は雲栖大会（アリババ社が主催する中国ソフト

ウェア業界の大会）において、以下のように述べ

た�。

「電子商取引という考え方は淘汰されるだろう。

来年（２０１７年）から、アリババ社は電子商取引を

用語として使わない。今後の１０年、または２０年は

『新小売』しかない」。

「『新小売』とは、online（電子商取引）、offline

（実店舗）と物流の融合であり、『誰が速いか』か

ら『在庫を持たない』への転換で物流の一層の効

率化を図ることである」。

「新小売」論が登場してからの中国小売業界で

は、オンライン大手のアリババ社とテンセント社

は既存の実店舗型小売企業の株式取得や新規事業

の立ち上げなどで相次いで「新小売」に乗り出し、

オンライン大手主導の小売業界再編の動きが強

まった（表４、表５）。

一方、２０１６年１月、「新小売」を模索する新規

事業として、アリババ社は上海に「盒馬鮮生」の

第一号店を開設した。２０１８年９月現在、「盒馬鮮

生」は中国の１６の都市で計８６店舗を出店した�。

「盒馬鮮生」の各店舗は消費者情報、店内商品管

理、サービス提供などの情報の統一管理を前提に、

生鮮食品スーパー、飲食、専用アプリと物流配送

を一体化させ、online と offline の共存で小売業

務全般の効率化、合理化、迅速化を図ろうとして

いる。そのビジネスモデルには以下の特徴があ

る�。

①　各店舗は３,０００の SKU（Stock Keeping unit、

受発注、在庫を管理する 小単位）を有し、１００
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表４　実店舗型小売業との業務資本提携：アリババ社

業　態持ち株比率投資額投資先時　間

スーパー３２％２１.５億元三江購物２０１６.１１

百貨店、ショッピングモール７４％１２６億香港ドル銀泰商業２０１７.１

スーパー１８％８億元聯華超市２０１７.５

スーパー、百貨店戦略提携―百聯集団２０１７.５

スーパー、百貨店１０％５.５億元新華都２０１７.９

ショッピングモール、スーパー１５％１.４億元東方股 ２０１７.１０

スーパー３６.２％２２４億香港ドル高 零售２０１７.１１

百貨店、ショッピングモール７１％（銀泰から）２,１３０万元中央商場２０１７.１２

家具・インテリア１５％５４.５億居然之家２０１８.２

出所：中国のマスコミ各社の報道より作成。

表５　実店舗型小売業との業務資本提携：テンセント社

業　態持ち株比率投資額投資先時　間

スーパー、百貨店２９.８６％（永輝から）―中百集団２０１７.１０

スーパー５％４２.２億元永輝超市２０１７.１２

スーパー２１％（永輝から）９.５億元紅旗連鎖２０１７.１２

スーパー――カルフール＊２０１８.１　

ショッピングモール４.１２％１００億元万達商業２０１８.１

スーパー６％８.９億元歩歩高２０１８.２

衣料品専門店５.３１％２５億元海瀾之家２０１８.２

＊２０１８年１月２３日、フランス小売大手カルフールは、テンセント社と中国スーパーマーケット大手の永輝超市がカルフール中国
に対し投資することで合意したと発表した。２０１８年６月７日、テンセント社とウォルマートが将来的なデジタルリテールのため
の戦略的なパートナーシップを結んだことを発表した。
出所：中国のマスコミ各社の報道より作成。



カ国以上の商品を集めている。各店舗は飲食業者

を募り、約４,５００平米の店内面積の１５～２０％を飲食

スペースとして活用する。顧客は店内において生

鮮食品を購入し、飲食業者に調理してもらって、

食事を楽しむことができる。

②　各店舗は無線通信を通じて価格や店内商品情

報を一括管理し、リアルタイムで表示できる電子

棚札（Electronic Shelf Labels, ESL）を導入し、

online と offline の商品価格が一致するように随

時調整する。online を利用する顧客は「盒馬鮮生」

専用のアプリを通じて商品を購入しなければなら

ない。一方、店内の顧客は商品を購入する際に、

商品の前に設置された電子棚札にスマートフォン

をかざすことで、アプリ内の仮想ショッピングカー

トに商品購入の情報が登録される。また、支払に

関しては、現金払いではなく、「盒馬鮮生」専用

のアプリが唯一の支払手段となっている。

③　店舗は生鮮食品スーパーでありながら、online 

からの注文に対応する倉庫でもある。専門のス

タッフはまず、モバイル端末をもって online から

の注文に応じて店頭から商品をピックアップし、

専用バッグに収納する。次に、バッグを売場の端

にあるクレーンに載せ、バッグヤードの配送スタッ

フに届ける。「盒馬鮮生」は online からの注文に

ついて、原則として店舗から５キロ圏内であれば

速３０分で無料配達することとしている。

５．お わ り に

中国では、中国移動（China Mobile）、中国聯

通（China Unicom）と中国電信（China Telecom）

の情報通信大手３社に、２００９年１月に３Ｇ（第３

世代移動通信システム）の営業免許が与えられ、

２０１３年１月に４Ｇ（第４世代移動通信システム）

のライセンスが発行された�。３
　

 Ｇと４Ｇの導入

に伴い、インターネット・ユーザー、特にスマー

トフォンなどモバイルインターネットの利用者が

年々増加している（図１１）。インターネット、特

にモバイルインターネットの普及はアリババ社の

「支付宝（Alipay）」、テンセント社の「微信支払

（WeChat pay）といった電子商取引などの決済方

法を進化させ、online の電子商取引と offline の

実店舗型小売業の融合を促した。中国の小売業に

おける電子商取引の発展状況を振り返ってみれば、

ネット通販はインターネットを用いる無店舗販売

の形態として捉えることができるが、「新小売」

は果たして新しい小売業態といえるだろうか。

―　　―２２
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出所：CNNIC 中国インターネット情報センター（https://www.cnnic.cn）「中国互聯網発展状況統計報告」各年
版より作成。

図１１　中国におけるインターネットの普及状況（２０１０～２０１６年）



図１２に示すように、既存研究によれば、「企業

家による創造的な活動を通じて、消費者の購買習

慣の臨界ないし商品取扱い技術の臨界を超えると

ころに、業態生成の契機がある。ビジネスモデル

が生まれるプロセスは、偶有的なものであって、

事前合理性を仮定した計画制御のプロセスとして

理解できるものではない」�。ビジネスモデルが業

態になるかどうかは、モデルの普及ならびにバリュー

ネットワークの形成にはっきりと依存する。「新

小売」というビジネスモデルが成立し、時間を経

てバリューネットワークが形成されたとき、「新

小売」が業態として成立する�。上記のことを考

えれば、「新小売」が小売業態であるか判断する

ことは時期尚早である。中国の小売業界の動向を

注視しつつ、「新小売」に関する取組みを情報収

集・検証するなど、今後も引き続き研究を進めて

いきたいと考えている。
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図１２　業態論研究の視点
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